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法人の概要 

１ 基本情報（令和 7年 5月 1日現在） 

法人名 公立大学法人 周南公立大学 

所在地 山口県周南市学園台 843-4-2 

設立団体 周南市 

設立根拠法 地方独立行政法人法 

設立認可年月日 令和 3 年 12 月 3 日 

設立登記年月日 令和 4 年 4 月 1 日 

資本金 6,308,548,000 円 

理事長・学長 髙田 隆 

法人の目的 周南地域における知の拠点として、公正な社会観と正しい倫理観の確立を基にした「知・徳・体」一体の全人教育を通して総合的か

つ専門的な知識、学術を教授研究し、世界的視野と広く豊かな教養を有し、地域に新たな価値を創造する人材を育成するとともに、

地域との連携を深め、地域の政策課題の解決や活力豊かなまちづくりの実現に寄与するなどその教育研究成果を広く社会に還元する

ことで、地域社会及び産業の持続的な振興、発展に寄与することを目的とする。 

法人の業務 ア 大学を設置し、これを運営すること。 

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

ウ 法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

エ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会の提供をすること。 

オ 大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

カ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

教育理念 本学の前身である徳山大学からの教育理念である、学生の個性の伸長を本旨とする「知・徳・体」一体の全人教育と地域貢献大学の

使命を継承し、その上で、地域社会に根ざし、学生一人一人の多様な幸福の実現を目指し、持続可能な社会全体の Well-being に貢

献できる人材の育成を目指す。 

教育目標 1 世界的視野と幅広く豊かな教養を有し、多様性と包摂性を認め、自己肯定感と主体性をもった意欲ある人材を育成する。 

2 実践的な知識と手法を備え、問題解決能力を持った人材を、また地域課題の解決や豊かなまちづくりに取り組むことのできる人

材を育成する。 

3 専門的な知識・技能を備えるとともに社会の変化を鋭く意識し、社会の持続的発展とイノベーションを牽引できる人材を育成す

る。 

4 個人、地域、社会全体の Well-being を高めることに貢献できる、分野横断的・学際的な人材を育成する。 

パーパス 日本一のまちづくりの中核となる大学としての役割を果たす 

ミッション 地域の持続的発展と価値創造のための「成長エンジン」となる 

ビジョン 地域に根ざし、地域の課題を地域とともに解決し、地域に愛され、地域に信頼され「地域に輝く大学」となる 

バリュー 学生のためになるかどうか、地域発展につながるかどうか 
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２ 設置する大学の学部学科構成 
（令和 4年 5 月 1日現在）  

学部 学科 入学定員 収容定員 在籍学生数 

経済学部 
現代経済学科 80 人 320 人 277 人 

ビジネス戦略学科 150 人 600 人 655 人 

福祉情報学部 人間コミュニケーション学科 50 人 200 人 139 人 

合計 280 人 1,120 人 1,071 人 

（令和 5年 5 月 1日現在）  

学部 学科 入学定員 収容定員 在籍学生数 

経済学部 
現代経済学科 80 人 320 人 319 人 

ビジネス戦略学科 150 人 600 人 664 人 

福祉情報学部 人間コミュニケーション学科 50 人 200 人 182 人 

合計 280 人 1,120 人 1,165 人 

（令和 6年 5 月 1日現在） 

学部 学科 入学定員 収容定員 在籍学生数 

経済学部 
現代経済学科 募集停止 240 人 258 人 

ビジネス戦略学科 募集停止 450 人 480 人 

福祉情報学部 人間コミュニケーション学科 募集停止 150 人 154 人 

経済経営学部 経済経営学科 160 人 160 人 178 人 

人間健康科学部 

スポーツ健康科学科 80 人 80 人 82 人 

看護学科 80 人 80 人 81 人 

福祉学科 60 人 60 人 60 人 

情報科学部 情報科学科 100 人 100 人 109 人 

合計 480 人 1,320 人 1,402 人 

（令和 7年 5 月 1日現在） 

学部 学科 入学定員 収容定員 在籍学生数 

経済学部 
現代経済学科 募集停止 160 人 215 人 

ビジネス戦略学科 募集停止 300 人 372 人 

福祉情報学部 人間コミュニケーション学科 募集停止 100 人 130 人 

経済経営学部 経済経営学科 160 人 320 人 357 人 

人間健康科学部 

スポーツ健康科学科 80 人 160 人 166 人 

看護学科 80 人 160 人 163 人 

福祉学科 60 人 120 人 121 人 

情報科学部 情報科学科 100 人 200 人 216 人 

合計 480 人 1,520 人 1,740 人 
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３ 組織、運営体制 

（1）役員 

（令和 4年 5 月 1日現在） 

役職 氏名 所属等 

理事長 髙田 隆 周南公立大学 理事長・学長 

副理事長 山本 秀雄 周南公立大学 副理事長 

理事 渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

理事 元山 晃 周南公立大学 理事・事務局長 

理事 松下 敬 出光興産株式会社 顧問 

理事 渡邉 聡 

内閣府 
科学技術・イノベーション推進事務局 
大学改革・ファンド室上席科学技術政

策フェロー 

監事 小田 正幸 小田会計事務所 公認会計士・税理士 

監事 中村 友次郎 中村友次郎法律事務所 所長・弁護士 

 

 

（令和 6 年 5 月 1 日現在） 
役職 氏名 所属等 

理事長 髙田 隆 周南公立大学 理事長・学長 

副理事長 金丸 眞明 周南公立大学 副理事長 

理事 渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

理事 内藤 雷太 周南公立大学 理事・事務局長 

理事 松下 敬 出光興産株式会社 顧問 

理事 渡邉 聡 

内閣府 
科学技術・イノベーション推進事務局 
大学改革・ファンド室上席科学技術政

策フェロー 

監事 小田 正幸 小田会計事務所 公認会計士・税理士 

監事 中村 友次郎 中村友次郎法律事務所 所長・弁護士 

 

（2）専任教職員数（各年 5月 1日現在）   

区分 職位・雇用区分 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

教員 

教授 23 人 26 人 44 人 44 人 

准教授 18 人 22 人 25 人 26 人 

講師 8 人 8 人 14 人 16 人 

助教 0 人 1 人 4 人 9 人 

助手 0 人 0 人 2 人 2 人 

計 49 人 57 人 89 人 99 人 

事務職員 

正職員 39 人 39 人 47 人 54 人 

その他 
（有期契約職員、派遣職員等を含む） 

13 人 13 人 26 人 16 人 

計 52 人 52 人 73 人 70 人 

専任教職員 合計 101 人 109 人 162 人 169 人 
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４ 審議機関 

（1）経営審議会 

 

（令和 4年 5 月 1日現在） 

氏名 所属等 

髙田 隆（議長） 周南公立大学 理事長・学長 

山本 秀雄 周南公立大学 副理事長 

渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

元山 晃 周南公立大学 理事・事務局長 

川口 洋司 周南市 企画部長 

佐伯 哲治 新南陽商工会議所 会頭 

土屋 定之 広島大学 学長参与 

寺園 久恵 医療法人新生会 理事長 

平岡 英雄 株式会社西京銀行 代表取締役会長 

宮本 治郎 徳山商工会議所 会頭 

 

（令和 6年 5 月 1日） 

氏名 所属等 

髙田 隆（議長） 周南公立大学 理事長・学長 

金丸 眞明 周南公立大学 副理事長 

渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

内藤 雷太 周南公立大学 理事・事務局長 

赤坂 徳靖 新南陽商工会議所 会頭 

石井 忍 医療法人新生会 理事長 

川口 洋司 周南市 企画部長 

原田 康宏 徳山商工会議所 会頭 

平岡 英雄 株式会社西京銀行 代表取締役会長 

山田 正敏 山田石油株式会社 代表取締役社長  
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（2）教育研究審議会 

 

  

  

（令和 6 年 5 月 1日現在） 

氏名 所属等 

髙田 隆（議長） 周南公立大学 理事長・学長 

渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

橋本 喜代太 周南公立大学 副学長 

鶴田 来美 周南公立大学 副学長 

岡本 次郎 周南公立大学 経済経営学部長兼経済学部長 

難波 利光 周南公立大学 福祉情報学部長 

中嶋 健 周南公立大学 人間健康科学部長 

野村 典文 周南公立大学 情報科学部長 

浅原 正和 山口県立徳山高等学校 校長 

奥野 康 株式会社トクヤマ 執行役員 徳山製造所長 

國廣 憲 徳山大学・周南公立大学徳周会 会長 

厚東 和彦 周南市教育委員会 教育長 

野口 健 徳山工業高等専門学校 校長 

𠮷水 昭広 東ソー株式会社取締役常務執行役員 南陽事業所長 

渡邊 康弘 株式会社山口銀行 常務執行役員 徳山支店長 

（令和 4年 5 月 1日現在） 

氏名 所属等 

髙田 隆（議長） 周南公立大学 理事長・学長 

渡部 明 周南公立大学 理事・副学長 

中嶋 健 周南公立大学 経済学部長 

木島 正明 周南公立大学 福祉情報学部長 

立部 文崇 周南公立大学 地域共創センター長 

岡本 次郎 周南公立大学 経済学部副学部長 

難波 利光 周南公立大学 福祉情報学部副学部長 

氏次 健 周南公立大学 学長企画戦略室長 

勇 秀憲 徳山工業高等専門学校 校長 

奥野 康 株式会社トクヤマ 執行役員 徳山製造所長 

海田 宏顕 株式会社山口銀行 常務執行役員 徳山支店長 

國廣 憲 徳山大学校友会 会長 

厚東 和彦 周南市教育委員会 教育長 

田代 克志 東ソー株式会社 代表取締役専務執行役員 南陽事業所長 

辻岡 敦 山口県桜ケ丘高等学校 参与 
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5 組織図 

（令和 4年 3 月 31 日現在） 
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（令和 5年 3 月 31 日現在） 
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（令和 6年 3 月 31 日現在） 
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（令和 7年 3 月 31 日現在） 
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第１期中期目標期間終了時に見込まれる業務の実績及び自己評価結果 
 

１ 全体評価 

【自己評価】中期目標をおおむね達成する見込みである 

本学は、令和４年４月に徳山大学から周南公立大学へと名称を変更し、設置者を学校法人徳山教育財団から周南市を設立団体とする公立大学法

人周南公立大学へと変更して新たに開学した。 

大学のミッションやビジョン並びに周南市の「大学を生かしたまちづくりの方向性」を踏まえ定められた第１期中期目標及び中期計画の期間と

なる令和４年度から令和９年度は、本学が地域に貢献する公立大学としての基盤形成を進める重要な期間である。 

第１期中期計画の中間評価期間にあたる令和４年４月から令和７年３月までの４年間においては、周南市から示された中期目標に基づき策定し

た中期計画の実現に向け、教育研究活動をはじめ管理運営全体に係る 43の項目に取り組んだ。 

第１期中期目標期間終了時に見込まれる業務の実績に対する自己評価（小項目別評価）は、43 項目にわたる中期計画の達成項目中、中期計画

を大幅に上回って実施となる見込みである「５」評価に該当する項目は無し、中期計画を上回って実施となる見込みである「４」評価が 13項目

（30.2％）、中期計画をおおむね実施となる見込みである「３」評価が 28項目（65.1％）、中期計画の実施が不十分となる見込みである「２」

評価が２項目（4.7％）、中期計画の実施が大幅に下回る見込みである「１」評価に該当する項目は無かった。 

この結果、43項目のうち 41 項目が「３」評価以上となる見込みであり、第１期中期目標期間終了時における中期目標達成に向け、着実に進捗

している。
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２ 大項目別評価 

Ⅰ 教育研究等の質の向上に関する目標 
【自己評価】中期目標をおおむね実施となる見込みである  

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容に関する目標を達成するための措置 

〇 EQ 力向上を目的とした教育体制の整備・可視化を進めるとともに、

数理・データサイエンス・AI 教育プログラムを継続的に実施し、実

践的な英語力向上に向けたカリキュラムの強化・充実を図った。 

〇 新規 LMS の全学運用を開始し、全科目における形成的評価の導入と

学習成果の蓄積を進めるとともに、ディプロマ・ポリシー達成度の

可視化と履修支援体制の整備を推進した。 

〇 地域ゼミや山口型 PBL の推進を通じて地域連携を拡充し、PBL 関連

科目の充実を図るとともに、地域共創型インターンシップやサービ

スラーニング等の実践的な地域連携教育を着実に実施した。 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置  

〇 裁量労働制等による教員の柔軟な働き方を整備するとともに、各学

科の特性を考慮した教員人事評価制度（OKR）を運用し、再任用・昇

格審査において客観的基準（KPI）に基づく評価を活用した。 

〇 対面以外にオンライン・オンデマンド・ハイフレックス等の多様な

方式で実施する授業を増加させ、学生が受講形態を選択できる科目

数を拡大した。 

（３）学生の受入れと支援に関する目標を達成するための措置  

〇 新たなアドミッション・ポリシーに基づく高大接続入試の開発・実

施を進めるとともに、留学生選抜入試及び社会人特別選抜入試を着

実に実施した。 

〇 教職協働による相談体制や臨床心理士によるカウンセリング機会の

充実、各種奨学金制度の実施等により学修支援を強化し、退学・除

籍率を公立大学平均値以下に抑制した。 

〇 学生会との協議会を通じた意見交換により学生自治組織の活動を支

援するとともに、卒業時の学生満足度の維持・向上を図った。 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置  

〇 研究シーズ集の配布等により自治体・企業との連携基盤の構築を進

めるとともに、科学研究費の申請率向上・採択件数増加に向けた FD

研修やコーチング等の支援を実施し、共同研究等の獲得に向けた取

組を推進した。 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

〇 自治体や企業との連携基盤の構築を進めるとともに、科学研究費の

申請・採択促進に向けた支援を実施し、共同研究等の獲得に向けた

取組を推進した。 

〇 学問分野に応じた KPI を活用したテニュアトラック制の運用と多様

性に配慮した教員公募を継続するとともに、教員評価に係る再任基

準の整備・周知を進めた。 

〇 研究施設・設備の学内共同利用を推進し、学術情報基盤の充実に向

けて電子ジャーナル・データベース等を整備するとともに、叡啓大

学・徳山工業高等専門学校等との連携協定を締結し、教育研究のプ

ラットフォーム化及びグローバル化を推進した。 
 

項目番号 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 

得点 2 3 3 3 3 4 3 

項目番号 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12 No.13  

得点 3 4 3 3 3 4  
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Ⅱ 地域社会との連携・共創、地域貢献に関する目標 

【自己評価】中期目標を十分に達成する見込みである 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

〇 主に山口県東部の自治体との連携協定を毎年度締結し、委員会への

参加や条例策定への関与、受託事業等を通じて地域課題の解決に取

り組んだ。 

〇 オープンカレッジしゅうなんやリカレント教育プログラム、履修証

明プログラム等を毎年開設し、幅広い年代層を対象とした多様な学

びの機会を提供した。 

２ 産業界等との連携に関する目標を達成するための措置  

〇 地域共創型インターンシップの実習先やパートナー企業数の拡大を

図るとともに、周南創生コンソーシアムにおいて地域課題解決に向

けた提言や調査結果報告を行った。 

〇 研究シーズ集を活用した大学リソースと地域ニーズのマッチングを

進め、新規の共同研究・受託研究等の創出につなげた。 

３ 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置  

〇 地域共創教育コンソーシアムを活用し、加盟団体によるシンポジウ

ムや公開講座 DAY、オンライン公開講座等を実施した。 

〇 叡啓大学・徳山工業高等専門学校との包括連携協定を締結し、集中

講義やアカデミックデーの共同開催、FD・SD 研修の相互参観等を通

じて教育研究連携を推進した。 

４ 地域への定着に関する目標を達成するための措置 

〇 パートナー企業を対象とした企業説明会・研究会の開催や、低年次

からの企業交流会、長期インターンシップの改善を通じて、地域就

職に向けた意識形成とマッチング機会の向上を図った。 

〇 デザインシンキング・システムシンキングに関する科目を総合教育

において開講するとともに、地域業界別キャリアアドバイザーによ

る講演等を通じてアントレプレナーシップの醸成と起業支援を推進

した。 

５ 地域における学生の活躍の場の創出に関する目標を達成するための措置  

〇 学生団体である地域貢献推進委員会の仲介やボランティア相談 week

の開催等により、地域活動に参加する学生が着実に増加し、学生の

主体的な学びの機会を拡充した。 

６ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

〇 国際交流協定 10 件以上を中期計画の評価指標として前倒しで達成

し、締結した協定を基盤に学生の派遣・受入れや語学研修等の交流

活動を積極的に実施した。 

〇 留学生受入れの推進活動や混住型学生寮の検討、さくらサイエンス

プログラムによる協定校学生の招聘、各学部学科の専門性を活かし

た海外研修等を通じて、国際的な学修機会の充実を図った。 

 

項目番号 No.14 No.15 No.16 No.17 No.18 No.19 

得点 4 3 4 4 3 4 

項目番号 No.20 No.21 No.22 No.23 No.24  

得点 2 3 4 4 3  

 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
【自己評価】中期目標をおおむね達成する見込みである 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）業務執行体制の強化に関する目標を達成するための措置  

〇 毎年度組織及び業務の在り方を点検し、新学部学科設置に伴う管理

部門組織の改組や広報室・情報システム室・内部監査室の設置等、

機能連携の高い組織体制の構築を進めた。 

〇 理事会・経営審議会・教育研究審議会を適切に運営し、外部委員等

からの意見を具体的な施策に反映するとともに、内部統制研修会の

実施により内部統制システムの理解と意識向上を図った。 
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（２）開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するための措置  

〇 ホームページのリニューアルを行うとともに、各ステークホルダー

から寄せられる意見の受付体制を整備し、学内会議等での共有を進

めた。 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置  

〇 令和６年度開設の新学部学科の運営状況や教育研究の進捗管理を行

うとともに、情報科学研究科の令和８年度開設に向けた設置認可申

請及び準備を進めた。 

３ 人事の適正化と人材育成に関する目標を達成するための措置  

〇 裁量労働制・変形労働時間制・クロスアポイントメント制度を導入

するとともに、人事計画に基づく計画的な採用と、教員（OKR）・職

員それぞれの人事評価制度の運用を行った。 

〇 定期的な FD・SD 研修を実施するとともに、周南市の職員研修に参加

できる体制を整え、教職員の自己啓発支援制度の設計・学内手続き

を行った。 

４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置  

〇 アウトソーシングの活用検討や業務システムの改善・新規導入、ペ

ーパーレス化等により事務の効率化・合理化を進めるとともに、費

用対効果の観点から調達の見直しを行った。 
 

項目番号 No.25 No.26 No.27 No.28 No.29 No.30 

得点 3 3 3 3 3 3 

項目番号 No.31 No.32     

得点 4 3     

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

【自己評価】中期目標を十分に達成する見込みである 

１ 安定的な経営確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

〇 令和５年度決算から財務レポートを作成・公表するとともに、予算

フレームの作成や執行状況の各部署への報告等を通じて、適正な予

算編成・執行を進めた。 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

〇 ホームページ・SNS での情報発信や定期的な高校訪問、全国各地で

の説明会の実施、多様な入試形態の設定により、一般選抜の志願倍

率を全国の公立大学平均値以上に維持し、入学定員を確保した。 

〇 オープンカレッジしゅうなん等の公開講座の開講、科学研究費獲得

支援の強化、周南みらい基金への寄附金募集活動の継続や税額控除

適用・返礼品制度の導入等により、自己財源の充実を図った。 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置  

〇 施設の毎月の定期点検により補修・修繕箇所の早期把握と対応を進

めるとともに、貸出施設の拡大やネーミングライツの導入により地

域開放と使用料収入の確保を促進した。 
 

項目番号 No.33 No.34 No.35 No.36 

得点 3 4 4 3 

 

Ⅴ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

【自己評価】中期目標を十分に達成する見込みである 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

〇 各年度四半期ごとに自己点検・評価を実施して業務の進捗状況を確

認するとともに、公立大学法人評価委員会及び認証評価機関の評価

結果を踏まえた改善計画を策定し、計画に沿った改善を図った。 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

〇 法令等により義務付けられている情報を公開するとともに、ホーム

ページ・各種 SNS・大学広報誌「SU:CCESS」を通じた積極的な発信

や、ホームページリニューアル、データブックの発行等を行った。 
 

項目番号 No.37 No.38 

得点 3 4 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

【自己評価】中期目標をおおむね達成する見込みである  

１ 施設設備の整備・管理に関する目標を達成するための措置  

〇 キャンパス整備について設置自治体と協議し、施設整備マスタープ

ランを中期目標期間中に策定することとした。 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

〇 防火防災総合訓練・救急救命講習・安否確認訓練を毎年度実施し

た。 

〇 学内ネットワークの更改や個人情報ファイル簿の更新・公表、セキ

ュリティ研修の実施等により、個人情報の不正利用・漏洩防止と情

報の厳重管理を図った。 

３ 法令遵守及び社会的責任に関する目標を達成するための措置  

〇 学生への教育研究倫理教育や公的研究費運用マニュアルの策定・改

正、コンプライアンス通信の配信等により、研究費の適正管理と研

究不正防止の組織風土形成を図った。 

〇 学生団体による SDGs 活動の推進や四者連携への久米地区社会福祉協

議会の参画、男女共同参画委託事業での講演等を通じて、ダイバー

シティ＆インクルージョンと SDGs の取組を地域と協働して推進し

た。 

 

項目番号 No.39 No.40 No.41 No.42 No.43 

得点 3 3 3 3 3 
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３ 小項目別評価 

１ 教育研究等の質の向上に関する目標 

中期目標 

「知・徳・体」一体の全人教育の理念のもとで、専門・教養教育をはじめ、主体性や協働性を育むＥＱ教育、キャリア教育を融合した総合的な学びを提供するとともに、Society5.0 やグロー

バル社会に向けた、新たな社会に求められる人材育成のために、情報教育や英語教育の強化を図る。そのために、学生の学修成果目標となる学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）とその

達成のための教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を具体化・明確化する。また、教育全体の質保証を図るほか、地域に貢献できる高度な人材育成を進める。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容に関する目標を達成するための措置 

1 

新学部・学科の設置に合わせて新たに策

定した新 EQ 教育プログラムを実施し、変

革の世界においても、広い視野と豊かな

教養を有し、地域、世界の成長を牽引で

きる総合的人間力を備えた人材を育成す

る。具体的にはデザインシンキング・シ

ステムシンキングを全学的に育成する教

材の開発研究を行う。また、「数理・デ

ータサイエンス・ＡＩ教育プログラム」

を着実に実施する。さらに、グローバル

化社会において求められるコミュニケー

ション能力やプレゼンテーション能力を

習得するために、在学 4年間を通して実

践的な英語力を向上させるためのカリキ

ュラムを強化拡充する。 

ワークショップデザイン

（Ⅰ～Ⅲ）をモデルに、

各授業で要求される EQ

力の程度を可視化する EQ

レベルを策定する。また

PROG テストの得点を 1 年

次から 3年次までに 10％

増とする。 

― 

上昇率

1.7％ 

(「対自己基

礎力」は

6.6％） 

下降率-

4.1％ 

＜令和４～７年度の実績＞ 
・令和６年度は、３段階の EQ レベルを策定、それに基づき学内の一部の授業科目（専門科目等も含む）を

試験的に分類した。R７年度は「EQ 強度」を可視化し、学生が自ら主体的に EQ 力を高められる体制を構築

した。PROG テスト(コンピテンシー)の結果分析に基づく FD・SD 研修を実施し、EQ 力向上に向けた学生支援

の在り方を全学で共有した。  
・毎年度、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」を着実に実施するとともに、リテラシーレベ

ルの認定を更新した。 
・コミュニケーション能力及びプレゼンテーション能力の習得に向け、教養ゼミや地域ゼミを活用した取組

を実施するとともに、実践的な英語力向上のため、英語力の習熟度別クラス編成による指導のほか、オンラ

イン学習教材や多読図書の活用、正課外の英語活動の実施など、カリキュラムの強化・拡充に取り組んだ。 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
・EQ 力を総合的人間力に不可欠な要素として位置づけ、これまでの分析結果に基づき、科目履修及びキャ

リア教育の両面から年次ごとの適切な指導や重点的な支援を継続して実施することで、３年次までのコンピ

テンシー得点 10％増という目標の達成を確実なものとする。 
・多読やオンライン学習、習熟度別指導をさらに強化するため、正課授業の不断の改善を図るとともに、レ

ベルごとの適切な自学自習を支援する教材開発並びに外部教材・講座の活用を重点的に推進し、授業と自学

自習を連動させた学習時間の最大化を図ることで、令和６年度以降の入学生の 50％以上が卒業時に CEFR B1

レベル以上へ到達する学習水準の維持・向上を図る。 

2 

R６年度以降の入学生の

50％程度を卒業時までに

CEFR B1 レベル以上とす

る。 
― 

B1 到達：R

６入学生の

５％ 

（25 名） 

B1 到達：R

６入学生の

9.6％ 

（48 名） 

2 

新学部・学科の設置に伴う新たなディプ

ロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシ

ーや学生が卒業までに修得すべき能力の

到達度測定の方針（アセスメント・ポリ

シー）に基づき、教育とその効果の測定

を実施する。また、学習成果測定にあた

っては、授業期間中に評価して成長を支

援する形成的評価の導入や、パフォーマ

ンス課題の設定とルーブリックの活用を

通した定性的な評価の普及を進め、教育

の質保証を図る。これらの目標を達成す

るため、学修成果可視化のための LMS を

新規開発するとともに、ディプロマサプ

リメントに基づいた評価と支援の体制を

確立する。 

R9 年度までにすべての授

業科目において汎用ルー

ブリック等を活用した形

成的評価を導入する。 

― 

全科目の

54％が導入 

全科目の

50％が導入 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学修の到達度測定と学習成果可視化の取組として、形成的評価やパフォーマンス評価を導入・蓄積するた

めの新規 LMS の運用を全学部学科で開始した。 

・総合科目、専門科目を含む全科目において、汎用ルーブリック等を活用した形成的評価の導入を進め、

LMS 上に学習評価の記録と蓄積を行った。 

・新規 LMS 上の「ディプロマ・サプリメント」機能を活用し、学生一人ひとりのディプロマ・ポリシーの達

成度を可視化した。また、学年ごとの達成状況の偏りや課題を把握し、履修助言に活用できる状況を整備し

た。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・汎用ルーブリック等を活用した形成的評価を継続し、令和９年度末までに全授業科目への導入を完了させ

る。 

・専門科目を含む全ての授業科目において、学習評価の結果を遅滞なく LMS 上へ記録・蓄積する体制を維持

する。 

3 

R9 年度までにすべての授

業科目においてＬＭＳ上

に学習評価の記録を蓄積

する。 

― 

R６年 4 月に

学習管理シ

ステム

（LMS）を導

入した。 

専門科目を

含む全ての

科目におい

て、LMS 上

に学習評価

の記録と蓄

積を行っ

た。 
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3 

地域の課題解決や価値創造に貢献できる

人材を育成するために、ＣＢＬを強化・

拡充する。 

地域ゼミでの教員の専門

性を生かすとともに、専

門ゼミにおける本学独自

の PBL を積極的に推進す

る。 
― 

地域ゼミで

の教員の専

門性を生か

した運営を

行った 

本学独自の

PBL を積極

的に推進し

た。 

地域ゼミで

の教員の専

門性を生か

した運営を

行った 

本学独自の

PBL を積極

的に推進し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域ゼミの教員の専門性を活かすための情報発信を行った。ＰＢＬの考え方や授業実践・評価に関わるポ

イントを共有し、専門ゼミを含む PBL の基本的な考え方を周知した。さらに、山口型 PBL の推進として、商

工会議所及び自治体との契約を継続するとともに、新たに自治体との契約を締結したことにより、地域連携

を拡充し、PBL 関連科目が増加した。 

・全学生が参加する地域共創型インターンシップ、サービスラーニング、業界別地域キャリア教育などを確

実に実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、PBL の基本的な考え方や授業実践方法の共有を図り、地域ゼミ・専門ゼミを含む CBL 教育の質

的向上を推進する。 

・山口型 PBL の推進として、商工会議所及び自治体との連携を継続・拡充し、PBL 関連科目を安定的に実施

する。 

・地域共創型インターンシップ、サービスラーニング、業界別地域キャリア教育を引き続き全学生対象に実

施する。 

これらの取組を通じて、学生の課題発見力・協働力・実践力の着実な向上を図り、地域の課題解決や新たな

価値創造に主体的に貢献できる人材の育成が進展するものと見込まれる。 

3 
全学生が参加する地域共

創型インターンシップ、

サービスラーニング、業

界別地域キャリア教育な

どを確実に実施する。 

R４ 

62 社受入 

159 人参加

(コロナの影

響で対面実

施は 64 名) 

R５年度 

１年生必修 

72 社受入 

340 名参加 

１年生必修 

76 社受入 

372 名参加 

１年生必修 

83 社受入 

371 名参加 

 

中期目標 
学部・学科の新設及び改編を見据えた優秀な教員の確保や適正な教員配置を行うとともに、客観的な人事評価制度を確立する。また、幅広い教養を身につけた人材育成を行うための教育実施

体制を整備する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

4 

新学部学科の適切な運営を行うため、優

秀な教員を確保し、適正な教員配置を行

うとともに、教員の学問分野の特性に応

じた柔軟な働き方を整備する。また、毎

期末に授業評価アンケートを実施し、教

員の教育力を定量的に評価、公開すると

ともに、教育、研究、社会連携・地域貢

献、業務運営における教員の活動状況

を、客観的な基準に基づき年度ごとに評

価する。再任用・昇格審査においてもこ

れを活用する。 

各学科の特性を考慮した

人事評価制度を R6年度

に確立し、実施する。 

各学科で試

行を開始し

た。 

各学科で試

行。 

OKR 制度導

入の準備を

行った。 

定量的に評

価できる項

目におい

て、OKR を

用いて評価

した。 

再任用審

査、昇格審

査に KPI の

実績を活用

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・裁量労働制に関する労使協定書を更新し、教員の柔軟な働き方を整備した。 

・毎期末に授業評価アンケートを実施し、教員の教育力を定量的に評価、公開した。適切なルールの整備の

ため、教員の働き方について現状把握を実施し、状況と課題を確認し、働き方と活動成果の関係性を分析し

た。各学科の特性を考慮した教員人事評価制度（OKR）について、定量的に評価できる項目において評価を

実施した。再任用審査及び昇格審査において、客観的な基準（KPI）に基づく年度評価を適切に活用した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・教員による授業評価アンケートの結果を、教員評価の客観的指標（KPI）として導入するための検討・協

議を行い、令和９年度までに評価及び処遇へ反映する制度を構築する。 

・就業規則及び関連諸規程の見直しを行い、教員評価に関する基準及び運用方法を明文化し、制度の透明

性・公平性の確保を図る。 

3 

5 

新学部学科の設置に合わせて見直した全

学教育プログラムを適切に実施する。ま

た、科目の特性により対面・オンライ

ン・オンデマンド・ハイフレックス等の

多様な方式で教育を提供することにより

学生の学習効率を高める。 

対面以外の形式で実施す

る科目の割合を R6年度

から R9 年度までに増加

させる。 

全 604 科目

中 

・オンライ

ン講義 2.8％ 

・オンデマ

ンド講義

1.8％ 

全 913 科目

中 

・オンライ

ン講義

1.6％ 

・オンデマ

ンド講義

2.7％ 

全 792 科目

中 

・オンライ

ン講義

3.8％ 

・オンデマ

ンド講義

4.6％ 

ハイフレッ

クス講義

3.3% 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部学科の設置に合わせて見直した全学教育プログラムを着実に実施した。 

対面以外に、オンライン、オンデマンド、ハイフレックス等の多様な方式で実施する授業を増加させた。ま

た、対面を原則とする授業においても、オンデマンドやハイフレックス方式を取り入れた授業を複数実施

し、受講形態を選択できる科目数を拡大した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・オンライン、オンデマンド、ハイフレックス等の対面以外の形式で実施する授業科目の割合を段階的に増

加させる。 

・対面を原則とする授業においても、オンデマンド等の手法を組み合わせることで、学生が受講形態を選択

3 
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オンライン

と対面の併

用講義５科

目 

できる科目数をさらに拡充する。 

 

中期目標 

入学者の受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づいて、能力・意欲・適性を総合的に評価する入学試験を実施し、社会人や留学生など多様な学生の受入れを推進する。 

また、学生が主体的に学び、課題発見・解決する能力の向上を教職協働により支援するほか、留学生を含めた多様な学生が安心安全な学生生活を送ることができるよう、経済的支援、生活相

談、メンタルサポートを含めた健康管理、地域と連携した進路支援の強化を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生の受入れと支援に関する目標を達成するための措置 

6 

新学部・学科の設置に伴い策定された新

たなアドミッション・ポリシーに基づ

き、高大接続を踏まえた個別選抜入試

や、留学生や社会人を対象とした特別入

試を実施する。 

R9 年度までに高大接続入

試を開発する。 

今後検討す

る。 

高大接続入

試の開発

（制度設

計）を終え

た。 

高大接続入

試を周知し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部・学科の設置に伴い策定された新たなアドミッション・ポリシーに基づき、高大接続入試の開発、

入試を実施した。また、留学生選抜入試及び社会人の特別選抜入試を着実に実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度（令和９年度入学者選抜）より高大接続入試を実施する。 

・令和８年度（令和９年度入学者選抜）より留学生選抜の選抜試験内容を変更し、１次試験において知名度

が高く多くの留学生が受験する日本留学試験（日本学生支援機構）を利用するとともに、２次試験の面接を

オンラインにて実施することにより、海外からの出願を促していく。 

4 留学生選抜入試及び社会

人の特別選抜入試を着実

に実施する。 

R６募集では

経済経営学

部のみ実施

した。 

R７入試でも

経済経営学

科で実施。 

特別選抜は

出願者な

し。 

R８入試でも

経済経営学

科で実施。 

R８特別選抜

は経済経営

学部で実施

した。 

7 

教職協働による学生アドバイスの強化、

保健室における健康相談及び臨床心理士

によるカウンセリング機会の充実、合理

的配慮、経済的支援としての各種奨学金

制度の実施などを通して、学生への学修

支援を充実させる。 

学生への学習支援体制を

充実させることにより、

退学率が全国の公立大学

の平均値以下を維持す

る。 

R５退学率

2.5％ 

(全国公立

3.7％) 

R６退学率

1.4％ 

(全国公立

3.7％) 

R７退学率

1.4％ 

(全国公立

3.7％) 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・教職協働による学校生活や進路に関する支援体制の充実を図るとともに、保健室における健康相談及び臨

床心理士によるカウンセリング機会を充実させた。 

・合理的配慮、経済的支援としての各種奨学金制度の実施などを通して、学生への学修支援を充実させた。 

・退学者について退学理由を分析し、学生支援策の改善・強化につなげた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・学生への学習支援体制及び教職協働による相談体制を強化し、退学率を全国の公立大学平均値以下に継続

して維持する。 

3 

8 

学生の進路の可能性を広げるため、地域

の企業やアントレプレナー等との交流機

会を増やし、進路選択の幅を広げるとと

もに、産学官連携の下、起業等も可能に

する支援体制を整備する。また、大学発

ベンチャー企業の創出、及び企業内での

イノベーションの創出に貢献する人材の

育成を進める。 

毎年度の実就職率を 90％

以上とする。 

R4 実就職率

91.1% 

R5 実就職率

90.5％ 

R6 実就職率

91.0％ 

R7 実就職率

92.2％ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域の企業とアントレプレナー養成講座や地域企業の課題解決プロジェクトによるアイデアコンテストな

どを実施した。 

・アントレプレナーに関する年間プロジェクトを着実に実施したことで、アントレプレナーシップを備えた

学生の養成を進めた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域の企業やアントレプレナー等との交流機会を充実させ、学生の進路選択の幅を広げる取組

を継続・発展させる。また、産学官連携の下、起業に関心を持つ学生への支援体制を強化するとともに、起

業に限らず、企業内においてイノベーション創出に貢献できる人材の育成を進める。 

3 
地域企業や起業家による

キャリアアドバイザー体

制を適切に運用する。 

― 

適切に運用

した。 

（キャリア

アドバイザ

ー参加企業

数 10 社以

上) 

適切に運用

した。 

（キャリア

アドバイザ

ー参加企業

数８社以上) 

9 

学生会と協働し、学生が自主自律的な活

動ができるように支援するとともに、大

学との意見交換会の機会を設けて学生の

意見を反映した大学づくりを目指し、卒

卒業時の満足度調査にお

ける学生満足度を 90％以

上とする。 

90.7％ 

（満足及び

おおむね満

足の計） 

95.1％ 

（満足及び

おおむね満

足の計） 

93.7％ 

（満足及び

おおむね満

足の計） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生会執行部と教職員の代表による協議会を開催し、学生会からの要望を基に学生生活の充実に向けて直

接意見交換を行い、学生会の自治組織としての積極的な取組を支援し、卒業時における学生の満足度を高め

た。 

4 
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業時における学生の満足度を高める。  

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・卒業時の満足度調査において、学生満足度 90％以上（満足及びおおむね満足の計）の数値を確実に維持

する。 

 

中期目標 

研究者の専門性に根差した研究の卓越性を強化し、地域や企業、行政機関等と幅広く連携・協働した課題解決型実践的研究を推進するとともに、多様な視点から研究を発展させ新たな価値を

創出する。 

また、適正な研究評価体制を構築し、研究水準の向上を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果に関する目標を達成するための措置 

10 

研究力活性化のための分析、研究推進、

研究進捗管理、研究支援及び産学連携な

どの利活用等を図るとともに、ＵＲＡを

中心に、学内外での共同プロジェクト研

究の推進や次世代研究者の育成を図る。

また、適正な研究評価体制を構築し、研

究水準の向上を図る。なお、地域連携に

よる課題解決型実践的研究の活性化のた

めに、各研究センターなどを活用し、地

域の企業や行政機関等と幅広く連携・協

働し、地域の活性化のための研究を推進

する。 

新規の共同研究及び受託

研究等を毎年度 4 件以上

実施する。 

R４：6 件 

R５：8 件 

R６：8 件 R７：10 件 ＜令和４～７年度の実績＞ 

・研究シーズ集の配布等県内自治体との連携基盤の構築を進めた。 

・ＦＤ研修やコーチングなど、科学研究費の申請率向上及び採択件数の増加に向けた取組を実施した。 

・企業との面談機会を活用して課題を発掘し、共同研究等獲得に向けた協議を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・URA を中心とした研究支援体制について、科研費説明会や個別添削を継続的に実施し、申請率及び採択率

の底上げを図る。 

・研究者データベースの研究シーズを精査し、公開可能な内容の整理・発信を行う。 

・地域企業や自治体等との地域産学連携交流会を開催し、マッチング機会の創出を図る。 

3 

科学研究費への申請率を

毎年度向上させる。また

令和 9 年度までに新規で

累計 30 件の助成を受け

る。 

申請率 

 R４：42％ 

 R５：51％ 

採択率 

 R４：13％ 

 R５：24％ 

採択件数 

 R４：5 件 

 R５：3 件 

申請率 

 R６：59％ 

採択率 

 R６：19％ 

採択件数 

 R６：10

件 

＜累計：10

件＞ 

申請率 

 R７：76％ 

採択率 

 R７：15～

16％ 

採択件数 

 R７：9～

10 件(1 件申

請中) 

＜累計：19

～20 件＞ 

 

中期目標 優れた研究力を持つ教員の確保や若手の教員を育成するとともに、研究力を向上させるための環境を整備する。また、学部・学科間や他大学をはじめとする外部機関との連携を促進する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

11 

優れた研究力を持つ教員の確保や若手教

員の育成のため、テニュアトラック制を

活用する。 

年齢や性別等のバランス

の取れた教員体制を目指

し、テニュアトラック制

による教員の公募を毎年

継続する。 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

る教員の公

募を継続し

た。 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

る教員の公

募を継続し

た。 

国のルール

に準じたテ

ニュアトラ

ックに関係

する教員評

価の再任基

準について

要綱案を作

成した。 

 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

り該当教員

＜令和４～７年度の実績＞ 

・各学問分野に合わせたＫＰＩ項目を策定し、テニュアトラック制の評価指標に活用した。 

 また、年齢や性別等のバランスの取れたテニュアトラック制による教員の公募を毎年継続した。 

・テニュアトラックに関係する教員評価の再任基準について要綱案を作成し、該当教員への周知及び手続

きを実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・新たなテニュアトラック制度において、職位ごとに対象範囲を整理したうえで、採用時に再任及びテニ

ュア取得に係る評価基準を明示する運用を行う。 

・併せて、再任と昇任の趣旨や位置づけの違いを整理した制度設計を進め、必要に応じて経過措置を含め

た既存制度からの円滑な移行を検討する。 

3 
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への周知及

び手続きを

実施した。 

12 

教員や学生をはじめとする利用者のニー

ズ調査や施設・設備の利用状況等を踏ま

えた環境整備を計画的に進めるととも

に、研究施設・設備を含めた学内施設・

設備は学内外で共同利用を推進する。ま

た、新学科の設置に伴い、新たな学術情

報基盤方針を立て、電子ジャーナル・デ

ータベースの導入を含め、図書館機能を

充実させる。 

図書館をはじめとする学

内施設・設備の利用者数

等のデータ収集を着実に

行う。 

R５図書館 

貸出件数 

 3,771 冊 

入館者数 

 18,444 名 

R６図書館 

貸出件数 

 8,213 冊 

入館者数 

 22,490 名 

R７図書館 

貸出件数 

 10,514 冊 

入館者数 

 27,423 名 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学科間連携による設備の共同利用を実施し、施設の利用状況の把握及び教育効果の検証を行った。 

・利活用可能な研究施設・設備情報の学内共有を進め利活用を促進した。 

・学術情報基盤方針の策定に向けた準備を進め、新学部学科用の図書、電子書籍、電子ジャーナル、デー

タベースを導入し、研究資料の充実を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・図書館・電子ジャーナル・データベースの利用データの継続的収集・分析を行い、適切な環境整備に反

映する。 

・学内施設・設備の共同利用を引き続き推進し、利用件数の増加を図る。 3 

学内施設・設備の共同利

用件数を R5 年度より増

加させる。 

R４データベ

ース導入数 

 国内１件 

 海外０件 

R５データベ

ース導入数 

 国内１件 

 海外０件 

R６データベ

ース導入数 

 国内８件  

 海外４件 

R７データベ

ース導入数 

 国内７件  

 海外４件 

利用者数等のデータを基

に、学術情報基盤方針を

適宜見直す。 ― 

学術情報基

盤計画策定

に向けて情

報収集を行

った。 

学術情報基

盤の整備に

向けた環境

確認を実施

した。 

13 

山口県内の高等教育機関との教育研究連

携や地域貢献推進、また、国内の大学を

はじめとする教育研究機関との連携を積

極的に進め、教員や学生の交流を通した

教育研究のプラットフォーム化及びグロ

ーバル化を推進する。 

国内の高等教育機関との

連携協定を、R9年度まで

に 2件以上締結する。 

首都圏に限

らず今後検

討。 

２件締結 

・叡啓大学

と包括連携

協定を結ん

だ。 

・徳山高専

と包括連携

協定を結ん

だ。 

令和８年度

早期の締結

に向けて準

備をした。 

・R８予定 

名桜大学 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・叡啓大学との包括連携協定を締結し、周南、広島の地域振興に関する考察とフィールドワークを行う集

中講義やアントレプレナーシップ実習ブートキャンプ及び公開講座兼 FD・SD 研修を実施した。 

・徳山工業高等専門学校と包括連携協定を締結し、アカデミックデーの共同開催及び FD・SD 研修の相互参

観を通じて教職員間の交流事業を推進した。 

・名桜大学とは包括連携協定の提携を視野に入れながら、IR に関する情報交換を行い、連携の実質化を行

った。 

・首都圏の高等教育機関と連携した教育プログラムを展開するため、大正大学と準備を行った。 

・海外の学生を招聘し、本学の学生とのワークショップを実施し、共同成果の発表を行うなどグローバル

な活動を実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・国内高等教育機関との連携協定締結を含む取組は評価指標を達成している。今後名桜大学との包括連携

協定が締結を予定している。 

・教員・学生の交流を通じた教育研究連携をより推進し、教育研究のプラットフォーム化及びグローバル

化の進展を図る。 

4 
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Ⅱ 地域社会との連携・共創、地域貢献に関する目標 

中期目標 
研究者の専門性に根差した研究の卓越性を強化し、地域や企業、行政機関等と幅広く連携・協働した課題解決型実践的研究を推進するとともに、多様な視点から研究を発展させ新たな価値を

創出する。また、適正な研究評価体制を構築し、研究水準の向上を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

14 

自治体へのシンクタンク機能を発揮する

ために、主に山口県東部の自治体との連

携協定を締結し、共有された課題に対し

て、大学が有する知的、人的、物的資源

を活用し、ニーズオリエンティドな解決

を図る。 

県内の自治体との連携協

定を毎年度 1 件以上締結

する。 

R４ 下松

市・光市 

R５ 山口県 

R６ 柳井市 R７ 田布施

町 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・主に山口県東部の自治体との連携協定を締結し、委員会への参加や条例策定等への関わり、受託事業及

び研究などを通じて共有された課題の解決に取り組んだ。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・県内自治体との連携協定については、毎年度１件以上締結しており、評価指標の達成に向けた取組は順

調に進展しており、今後は、岩国市、平生町、上関町、周防大島町等との連携協定締結を視野に引き続き

取組を進めていく。 

・周南市以外の自治体からの自治体の課題解決ニーズに即した受託事業を継続的に実施することにより、

大学のシンクタンク機能が有効に発揮されると見込まれる。 

4 

周南市以外の自治体から

の受託事業、研究を毎年

度 2件以上実施する。 

― 

３件実施 

下松市２件 

山口県１件 

２件実施 

下松市１件 

光市１件 

15 

幅広い年代層の地域住民や在留外国人等

すべての人が学び続けられるリカレント

教育体制を構築するために、地域のニー

ズに即したエクステンション事業とし

て、教養講座や資格取得を目指した講座

を開設する。また、デジタルトランスフ

ォーメーションに関するプログラム等を

中心に、地域の社会人層のキャリアアッ

プを目的とした学びのプログラムを開設

する等、多様な学びを提供する。 

オープンカレッジしゅう

なんの講座を毎年度 100

件開設する。 

前期 58 講座 

後期 54 講座 

前期 56 講座 

後期 51 講座 

前期 49 講座 

後期 46 講座 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・オープンカレッジしゅうなん、リカレント教育プログラム、履修証明プログラム、DX 関連のセミナーを

毎年開設し、多様な学びを提供した。 

  

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・オープンカレッジしゅうなんをはじめ、リカレント教育プログラムや履修証明プログラム等を継続的に

開設し、地域の多様な学習ニーズに即した学びの機会を提供する。 

・オープンカレッジしゅうなんについては、講座内容や構成の改善を図りながら、市民講座等と合わせて

毎年度 100 件規模の講座運営を維持する。 

・リカレント・リスキリング分野では、受講動向や地域ニーズを踏まえた新規プログラムを企画・実施

し、社会人の学び直しを支援する。 

これらの取組を継続して、幅広い年代層を対象としたリカレント教育体制の充実を進めることで、評価指

標の達成に向けた取組は進展すると見込まれる。 
3 

リカレント、又はリスキ

リングの新規プログラム

を毎年度実施する。 

・(新規)IT

データリテ

ラシー入門

講座２名受

講 

・(新

規)IT×福祉

リカレント

教育プログ

ラム 30 名受

講 

・(継続)IT

データリテ

ラシー入門

講座６名受

講 

・(継

続)IT×福祉

リカレント

教育プログ

ラム６名受

講 

・(新規)ク

リエイティ

ブシンキン

グ＆プレゼ

ンテーショ

ン講座２名

受講 

・(継続)IT

データリテ

ラシー入門

講座２名受

講 

・(継

続)IT×福祉

リカレント

教育プログ

ラム９名受

講 

・(新規)ス

ポーツを科

学する０名 

・(新規)地

域福祉活動

を支えるソ

ーシャルワ

ーク入門０

名 

 

中期目標 
地域社会の持続的発展 に貢献するため、周南創生コンソーシアムを中心に産学官連携を深め、地域に必要とされる人 材の輩出と定着につながる教育を行う。 

また、共同研究や受託研究を促進し、地域における産業振興と新産業の創出を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 産業界等との連携に関する目標を達成するための措置 

16 地域に必要とされる人材の育成と輩出を R9 年度までに本学とのパ R４：62 社 R６：120 社 R７：130 社 ＜令和４～７年度の実績＞ 4 



 

21 

進めるため、地域企業との連携を強化

し、学生の学びの場を創出するととも

に、地域社会のニーズを収集できる仕組

みを構築し、改善に取り組む。 

ートナー企業数を 100 社

以上とする。 

R５：85 社 ・地域共創型インターンシップの実習先拡大を図った。 

・地域に必要とされる人材の育成と輩出を推進するため、パートナー企業数の増加を図った。 

・周南創生コンソーシアム会議において、学生へのヒアリング内容に基づく分析結果を報告し、地域課題

の解決に向けた提言を行った。また、周南創生コンソーシアムによる若者の就職・定住意識調査の結果報

告会を開催した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域企業との連携強化や実践的な学びの場の創出を通じて、地域に必要とされる人材の育成

と輩出を推進する。また、学生や地域から得られたニーズや意見を踏まえた改善を行うとともに、共同研

究や受託研究の促進を通じて、地域産業の振興や新産業創出に貢献し、地域社会の持続的発展につながる

取組を推進しており、中期目標の達成に向けた取組は順調に進展している。 

17 

地域の課題解決のため、周南創生コンソ

ーシアム、パートナー企業との連携の下

に収集した課題と、大学が持つリソース

のマッチングを行う。 

新規の共同研究及び受託

研究等を毎年度 4 件以上

行う。（再掲） 

R４：6 件 

R５：8 件 

R６：8 件 R７：10 件 ＜令和４～７年度の実績＞ 

・研究シーズ集の配布等県内自治体との連携基盤の構築を進めた。また、周南創生コンソーシアムやパー

トナー企業のニーズとシーズ集を活用した大学のリソースとのマッチングを行い、新規の共同研究・受託

研究等に繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・パートナー企業等からニーズ収集し、個別協議によりマッチング機会を確保する。 

・研究シーズ集の活用を促進するために内容刷新と充実を行い、共同研究等の創出につなげる 

4 

 

中期目標 
高大連携に加えて、高等教育機関、総合支援学校、小中学校等と幅広く連携することで、地域の教育水準の向上や社会課題への理解と解決を進める。 

また、さまざまな連携を通して地域からの入学者の増加を図り、地域人材循環構造の構築につなげる。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

３ 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

18 

地域の小中高等学校や総合支援学校、高

等教育機関などと設立した教育コンソー

シアムにおいて、大学の有する教育研究

リソースを活用し、地域の学びのサポー

トや現場教職員との合同研修等を実施す

ることで、地域の教育水準の向上やＳＤ

Ｇｓの推進など社会課題の解決につなげ

る。 

地域向けの講演会、研修

会、公開講座等や、教育

機関の連携に関わる研修

会を毎年度実施する。 

― 

地域共創教

育コンソー

シアムの事

業として、

加盟団体に

よるシンポ

ジウムを実

施した。 

 

公開講座

Day15 講

座、参加者

102 名 

地域共創教

育コンソー

シアムの関

連事業とし

て、教育シ

ンポジウム

を実施し

た。 

 

公開講座

Day11 講

座、３イベ

ント、参加

者 165 名 

 

オンライン

公開講座を

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域共創教育コンソーシアムを活用して、加盟団体によるシンポジウムを実施した。また、地域の教育

機関等と連携し、公開講座 DAY 及び周南公立大学オンライン公開講座などを実施した。  

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・地域共創教育コンソーシアムを基盤として、地域住民向けの講演会、研修会、公開講座等を毎年度継続

して実施し、地域の学びのサポート体制を定着させる。 

3 

19 

日本国内での先進的かつ多様な教育・研

究体験を提供するために、国内の高等教

育機関と連携したプログラムの提携を構

築し、活用する。 

国内の高等教育機関と連

携したプログラムを毎年

度実施する。 

ー 

R６叡啓大学

と実施し

た。 

R７徳山工業

高等専門学

校、叡啓大

学と実施し

た。 

大正大学と

準備を実施

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・叡啓大学との包括連携協定を締結し、周南、広島の地域振興に関する考察とフィールドワークを行う集

中講義やアントレプレナーシップ実習ブートキャンプ及び公開講座兼 FD・SD 研修を実施した。 

・徳山工業高等専門学校と包括連携協定を締結し、アカデミックデーの共同開催及び FD・SD 研修の相互参

観を通じて教職員間の交流事業を推進した。 

・名桜大学とは包括連携協定の提携を視野に入れながら、IR に関する情報交換を行い、連携の実質化を行

った。 

・首都圏の高等教育機関と連携した教育プログラムを展開するため、大正大学と連携に向けた準備を行っ

4 
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た。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

国内高等教育機関との連携協定締結を含む取組は評価指標を達成しており、令和８年度に名桜大学との包

括連携協定が締結されれば３件目となる。引き続き、教員・学生の交流を通じた教育研究連携を継続的に

推進し、教育研究のプラットフォーム化及びグローバル化の進展を図ることで、中期目標の達成に向けた

取組は順調に進展している。 

 

中期目標 

地域の企業や行政機関等との連携を図るための地域共創型インターンシップや地域ゼミなどを通した「地域を知り、地域への愛着を育み、地域の発展に貢献する教育」を全学年を通じて行う

ことで、卒業生の地域への定着を促進する。 

また、地域での活躍の選択肢を拡大するために、教育を通したアントレプレナーシップの醸成や地域共創センターを介した起業支援などを行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

４ 地域への定着に関する目標を達成するための措置 
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地域への定着を促進する取組みとして、

地域共創型インターンシップの拡充及び

地域ゼミなどを通した周南圏域（周南

市・下松市・光市）の企業や機関と学生

との交流機会を、全学年を通じて拡大す

る。 

R9 年度までに周南圏域

（周南市・下松市・光

市）での就職率 40％以上

を目指す。 

R５年度卒業

生 

県内 

 83 名 

(37.9％) 

周南圏域 

 36 名 

(16.4％) 

周南市 

 26 名 

(11.9％) 

県内 

57 名 

(40.4％) 

周南圏域 

 21 名

(14.9％) 

周南市 

 21 名

(14.9％) 

県内 

94 名 

(34.6％) 

周南圏域 

 46 名 

(16.9％) 

周南市 

 37 名 

(13.6％) 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・パートナー企業を対象とした企業説明会及び研究会を開催し、企業や学生の希望を活かしたマッチング

機会の創出を図った。 

・周南圏域における長期インターンシップの実施状況を把握し、改善を行った。また、1 年次から地域の企

業を知る機会の創出のため、１年生のみを対象としたパートナー企業中心の企業交流会を開催した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域共創型インターンシップや地域ゼミ等の取組を継続・拡充し、周南圏域の企業や行政機

関との交流機会を全学年を通じて充実させることで、学生の地域理解と愛着の醸成を図る。併せて、低年

次からの企業交流や長期インターンシップの改善を通じて、地域就職に向けた意識形成とマッチング機会

の向上を進め、アントレプレナーシップ教育や起業支援と組み合わせることで、周南圏域就職率 40％以上

の達成に向けた取組は進展している。 

2 

21 

アントレプレナーシップの醸成を目的と

したデザインシンキング・システムシン

キング育成プログラム（リテラシーレベ

ル）の科目を総合教育の中で実施すると

ともに、経済経営学部では、専門レベル

で課題解決型アントレプレナーシップ教

育を実施する。また、地域共創センター

を窓口として、周南創生コンソーシアム

等と連携したメンター制度や、ファンデ

ィング等の支援体制により、学生の起業

に対するスタートアップ支援を実施す

る。 

起業を進路の選択肢に入

れる学生や在学中に起業

する学生を R5 年度より

増加させる。 

R４起業件数 

２件 

R５起業件数 

０件 

起業件数 

０件 

起業件数  

１件 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・アントレプレナーに関して学ぶデザインシンキング・システムシンキングの授業を 1・２年生向けの総合

科目として開講した。また、発展型として３・４年生向けの総合科目の授業も開講し、起業するための基

礎・知識・技能・環境等を学ぶ内容を取り入れた。ワークショップデザインⅡにおいては学生が地域のコ

ンテンツを活かすアイデア創出方法を学ぶ機会となった。 

・キャリア形成活動Ⅰの事後学習の一環で、地域業界別キャリアアドバイザーを講師としたアントレプレ

ナーシップに関する講演、起業に関する学生意識調査アンケートを実施した（R６)。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、アントレプレナーシップの醸成に向け、デザインシンキング及びシステムシンキングに関す

る育成プログラム科目を総合教育において実施するとともに、ワークショップデザインⅡにおいて、地域

コンテンツを活用した課題解決型アントレプレナーシップ教育に取り組む。 

・また、周南創生コンソーシアム等との連携によるメンター制度として、地域業界別キャリアアドバイザ

ーによる講演やファンディング等の支援体制の充実を図ることで、学生の起業に向けたスタートアップ支

援を推進する。 

これらの取組は、評価指標の達成に向けて順調に進展している。 

3 

 

中期目標 地域での活動を通した学びの機会を提供するために、自治体、地域コミュニティ、地域のＮＰＯやボランティア団体などとの連携を図り、学生の主体的な活動機会を創出し支援する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

５ 地域における学生の活躍の場の創出に関する目標を達成するための措置 



 

23 

22 

地域活性化を目指した活動を行う学生を

サポートするため、地域のボランティア

団体等の連携体制を構築するとともに、

学生が地域の活動に対して能動的に参加

できるよう地域活動の学内広報を推進す

る。 

R9 年度までに地域活動に

参加する学生数を在校生

の 50％以上（延べ人数

1,000 名）とする。 

R５ 件数 73

件 

参加人数 714

名／在学生

1,165 名 

(61.3%) 

件数 55 件 

参加人数

593 名／在

学生 1,402

名 

(42.3%) 

件数 62 件 

参加人数

897 名／在

学生 1,740

名 

（51.6%） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域からのボランティアの要請について、学内連絡ツール等での情報共有を図るとともに、学生団体で

ある地域貢献推進委員会の仲介等により、ボランティア活動に参加する学生が増加した。 

・ボランティア相談 week を開催し、専門教員による講座と学生相談員による個別相談を実施し、学生のボ

ランティア活動への理解促進と参加意欲の向上を図った。 

・周南市の中学校部活動地域移行について学生が参加することを周南市と検討した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、自治体・地域コミュニティ・ボランティア団体等との連携を継続的に強化し、地域活動を通

じた学生の主体的な学びの機会を安定的に提供する。併せて、地域活動に関する学内広報や相談支援の充

実を通じて学生の参加を後押しすることで、ボランティア活動をはじめとする地域活動参加学生数は着実

に増加しており、在校生の 50％以上（延べ 1,000 名）という評価指標の達成に向けた取組は順調に進展し

ている。 

4 

 

中期目標 地域の持続的な発展につながるグローカル人材を育成するため、海外の大学や関連機関との連携を進めるとともに、連携を基盤とした優秀な留学生の受入れと日本人学生の留学を促進する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

６ 国際交流に関する目標を達成するための措置 
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グローバルな視点から地域の持続的な発

展を考えることができるグローカル人材

を育成するために、海外の大学や機関と

の連携協定を締結する。 

R9 年度までに海外の大学

や機関と連携協定を 10

件以上締結する。 

R５ ５件締

結 

（R４は０

件） 

R６ ６件締

結 

＜累計：11

件＞ 

R７ ６件締

結 

＜累計：17

件＞ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和６年度には中期計画の評価指標である国際交流協定 10 件以上を前倒しで達成した。令和 7 年度は、

各学部学科と連携し、連携協定を締結している大学等との間で、学生の派遣・受入れや語学研修などを実

施し、積極的な交流活動を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・海外の大学や関連機関との連携協定は中期計画の評価指標を前倒しで達成しており、国際交流の基盤は

既に構築されている。令和８～９年度は、締結した協定を基盤として、留学生の受入れや日本人学生の派

遣、語学研修等の交流事業を一層充実させ、学生が国際的な学修・交流の機会を安定的に得られる体制を

整え、グローカル人材育成に向けた取組は着実に進展している。 

4 

24 

本学及び地域の多様化やグローバル化に

資するために、優秀な留学生の受入を促

進する。また、地域社会において高度人

材として活躍できるキャリア支援を行う

とともに、卒業生、在学生をつなぐフォ

ローアップ体制の確立、留学生と日本人

学生の混住型住居の整備の検討など、留

学生が安心して学び、卒業できる環境を

整備する。さらに、日本人学生のグロー

バル意識の醸成を進めるため海外の連携

協定締結先の大学や機関への留学を拡大

する。 

R9 年度までに交換留学や

短期留学を含めた海外か

らの留学生の受け入れ総

数（延べ人数）を全在学

生の 5％程度にする。 

R４留学受

入：90 名／

1,071 名 

（8.4％） 

 

R５留学受

入：67 名／

1,165 名

（5.8％） 

 

①留学生在

籍状況 

R４：90 名 

R５：67 名 

②短期留学

受入数 

R４：０名 

R５：０名 

留学受入：

51 名／

1,402 名 

（3.6％） 

 

①留学生在

籍状況 

R６：43 名 

②短期留学

受入数 

R６：８名 

留学受入：

49 名／

1,740 名

（2.8％） 

 

①留学生在

籍状況 

R７：18 名 

②短期留学

等受入数 

R７：31 名 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・留学生受入の促進のため、高等学校及び日本語学校への訪問回数を増やしたり、希望者に対するオンラ

イン面談を実施する等の推進活動を行った。 

・留学生と日本人の混住型学生寮の検討にあたり、近隣の土地調査を行った。 

・さくらサイエンスプログラムにおいて協定校から学生を招聘し、本学学生とのワークショップを実施し

た。共同成果の発表を行うなどグローバルな活動を進めた。 

・短期留学において、各学部学科の専門性を活かした海外研修を実施した。また、連携協定校が実施する

サマープログラム等を集約し、学生への情報提供を行い、本学学生の派遣に繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・留学生の受入れ及び日本人学生の留学促進に向けた取組を継続・拡充し、交流事業や短期・交換留学を

通じて国際的な学修機会の充実を図る。あわせて、留学生への生活・キャリア支援体制の整備を進めるこ

とで、留学生受入及び日本人学生の留学実績は着実に増加しており、評価指標である全在学生の５％達成

に向けた取組は順調に進展している。 

3 

R9 年度までに全学生の

5％以上が在学中に留学

（短期留学含む）を経験

する。 

R４ 1.2％ 

R５ 2.9% 

R６ 3.4% R７ 4.2% 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

中期目標 

理事長（学長）主導のもと、ガバナンスを強化し、教職員が大学のビジョンやミッションを共有しながら、不断の業務改善や戦略的かつ機能連携の高い組織体制の構築に取り組む。 

また、理事会等での外部委員の登用、周南市議会や公立大学法人評価委員会からの意見や評価の反映などを積極的に進めるとともに、監事による内部統制を強化し、透明性と健全性を十分に

確保した組織運営を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）業務執行体制の強化に関する目標を達成するための措置 
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管理部門組織及びその業務内容、委員会

組織及びその在り方を毎年点検し、その

結果を踏まえて業務改善や組織再編を行

うことにより、機能連携の高い組織体制

を構築する。 

必要に応じて運営会議や

経営審議会等で議論、検

証を行い、適宜適切な組

織体制とする。 

― 

内部統制体

制強化のた

め、理事長

のもとに内

部監査室を

設置した。 

・法人の意

思決定ルー

トを明確に

するため、

根拠規程等

を整備。 

・教員組織

における規

程及び大学

院の開設に

関する規程

等を整備し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年組織及び業務の在り方を点検し、適切な組織体制づくりのため、運営会議や経営審議会等で議論、

検証を行った。 

 新学部学科の設置認可申請（R４） 

 設置の認可を受けたことによる新学部新学科運営の観点からの管理部門組織等の改組（R５) 

  経営企画部経営企画課内に広報室設置（R６） 

 経営企画部経営企画課内に情報システム室、理事長直下に内部監査室を設置（R７） 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

引き続き、令和８～９年度ともに管理部門組織及び業務等を見直し、機能連携の高い組織体制を構築す

る。 

3 
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理事会や経営審議会等について、経営に

関する重要事項が適切に審議される会議

運営を行う。また、外部委員等からの意

見や評価を法人運営に適切に反映する。 

外部委員からの意見等に

ついて、業務運営の改善

につながるものは適切に

取り組み、その状況を次

回以降の会議において報

告する。 

― 

業務運営の

改善につな

がるものは

適切に取り

組んだ。 

外部委員等

からの意見

に対しての

フォローア

ップを適切

におこなっ

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・教育研究審議会及び経営審議会並びに理事会を開催した。また、外部委員からの意見は具体的な施策に

反映する等、適切に取り組み、その状況を会議において報告した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、令和８～９年度とも適切に審議される会議運営を行う。また、外部委員等からの意見につい

てや評価を適切に反映し、その状況を報告する。 

3 
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監事が教育研究や社会貢献の状況及び大

学のガバナンス体制等についても適正に

監査が行えるよう支援する。また、役員

や幹部教職員及び一般教職員に対する内

部統制に関する研修会を定期的に実施

し、内部統制システムの理解と意識向上

を図る。 

内部統制に関する役員や

幹部教職員及び一般教職

員の研修会を毎年度実施

する。 

R５年 11

月、内部統

制に関する

研修会を実

施した。 

R６年 11

月、内部統

制に関する

研修会を実

施した。 

R７年 12

月、内部統

制に関する

研修会を実

施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・IR や自己点検・評価の結果等の情報提供により、監事の調査支援を行った。 

・役員や幹部教職員に対して、内部統制研修会を実施し、内部統制システムの理解と意識向上を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、令和８～９年度とも内部統制に関する研修会を実施し、内部統制に関する理解と意識の向上

を図る。 

3 

 

中期目標 
市民や地域の企業・団体等からの意見や提案などが大学運営に反映されるよう、教育研究成果等についてステークホルダーに積極的な情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて大学に

対する理解と支持を得る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（２）開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するための措置 

28 

大学の教育研究活動を広く発信するとと

もに、市民からの意見を収集、学内での

改善を進められる体制を構築する。 

本学に寄せられる意見等

を学内で共有し、必要に

応じて改善する仕組みを

構築・運用する。 
― 

HP の教員紹

介ページ

に、研究シ

ーズを教員

ごとに紹介

リニューア

ルした HP に

て意見を収

集する体制

を構築し

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和６年度にはホームページのリニューアルを行った。令和７年度にはリニューアルしたホームページ

を活用し、さまざまなステークホルダーから寄せられる意見についての受付体制を整備した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続きホームページ等での発信を続ける。 

3 
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した。 た。 ・ステークホルダーからの意見については学内会議等での共有を続ける。 

 

中期目標 
社会の要請や地域の特性、受験生のニーズなどを踏まえ、学部・学科の新設及び改編を含めた適切な教育研究組織体制への見直しを行う。 

また、地域産業界への高度人材の輩出や研究力の強化・高度化を図るため、大学院設置の検討を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

29 

令和６年度開設の新学部学科の計画的な

運営と教育研究の充実を図る。また、地

域産業界への高度人材の輩出や研究力強

化の基盤構築と次世代の研究者育成のた

めに、各学科において大学院設置の検討

を行う。 

新学部学科の着実な運営

を行うとともに、教育研

究の充実については各学

科等において進捗管理を

行う。 

検討を開始

した。 

毎年５月に

文部科学省

に提出する

履行状況報

告書で教育

研究の充

実、進捗を

確認した。 

各学部学科

においてカ

リキュラム

を着実に実

施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部学科の運営状況や教育研究の進捗管理等について教授会等の会議帯で報告を行った。 

・令和６年度は情報科学研究科の令和８年度開設を目指し、文部科学省への設置認可申請を行うとともに

開設に向けた準備を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・情報科学研究科を設置した。 

・研究科、各学部学科がカリキュラムを着実に実施する。 

・完成年度以降のカリキュラムの見直しや新しい科目等の検討をする。 

・令和６年度に開設した新学部学科において、カリキュラムを計画通り着実に実施し、設置認可時の計画

に基づいた適切な教育・運営体制を維持する。 

・完成年度以降を見据え、既存カリキュラムの見直しや地域産業界のニーズに応じた新しい科目等の検討

を行い、教育内容の継続的な改善を図る。 

・次世代の研究者育成及び地域産業界への高度人材輩出を目的に、各学科における大学院設置に向けた具

体的な検討を継続する。 

3 
各学科において大学院設

置の検討を行い、計画的

に準備を進める。 

 R８年度開設

に向けて情

報科学科の

認可申請を

含めた準備

を進めた。 

R８年度開設

に向けてカ

リキュラム

とコンテン

ツの整備、

体制の構築

等を完了し

た。 

 

中期目標 
優秀な教職員の計画的な採用や多様な雇用形態の確立とともに、能力や実績等に基づき、透明性が確保された人事評価によって適切な処遇、配置を行い、人事の適正化を図る。また、公立大

学の教職員としての自覚、資質や意欲、能力の向上を図るために、学内における定期的なＦＤやＳＤ等各種研修や学外での研修を実施する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

３ 人事の適正化と人材育成に関する目標を達成するための措置 

30 

教職員採用計画に基づき、職員について

は大学運営に関する適性、基礎的能力及

び専門的能力の高い人材、教員について

は教育研究業績の優れた人材を計画的に

採用するとともに、裁量労働制やクロス

アポイントメント制度など多様な雇用形

態の活用と適切な運用を行う。 

また、能力や実績等に基づき、透明性が

確保された人事評価制度によって適切な

処遇、配置を行い、人事の適正化を図

る。 

人事評価制度を適切に運

用し、必要に応じて改善

を行う。 

・職員は前期

後期で自己評

価、一次評

価、最終評価

を実施 

・教員はすべ

て裁量労働

制。クロスア

ポイントメン

トの適用者は

いない。 

・職員は評

価制度を刷

新し、昇

格、昇給、

期末手当に

反映する仕

組みを構

築。 

・教員、職

員ともに評

価基準、評

価制度に則

った運用を

行った。ク

ロスアポイ

ントメント

の適用者は

いない。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・裁量労働制、変形時間労働制及びクロスアポイントメント制度を導入した。 

・人事計画に基づき、職員採用業務を行い、経営に必要な能力を備える人材及び専門的な能力を備えた人

材を採用した。 

・教員においては評価基準（OKR）、職員においては刷新した評価制度に則った運用を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・教職員の採用環境は引き続き厳しい状況が見込まれるが、課題の的確な把握と教育の質の確保を最優先

としつつ、各種制度や職場環境の改善を着実に進めることで、専門的な能力を備えた人材の確保を図ると

ともに、定着につながる環境整備に取り組む。 

・クロスアポイントメントについては、教育・研究上の必要性を見極めつつ、将来的な活用可能性につい

て検討を進める。 

3 

31 

教職員が地域と大学、地域と世界を繋

げ、地域を活性化させられるような人材

として成長できるようにＦＤ・ＳＤ研修

を定期的に実施する。また、教職員の専

門性に即した研修、資格を支援する制度

を創設する。 

学生支援、教育改善、大

学経営等、分類別に FD・

SD 研修を充実させ、参加

率を向上させる。 

令和５年度

は研修の参

加目標者数

を設定して

いなかった

が、参加者

のうち対面

令和６年度

は、研修計

画に関する

情報提供書

の様式を見

直し、事前

に参加対象

全職員型及

びオープン

参加型研修

における参

加率は 90％

となった。

また、主に

＜令和４～７年度の実績＞ 

・定期的に FDSD 研修を実施した。令和６年度には周南市の職員研修に参加できる体制を整えた。また、令

和７年度には教職員の自己啓発支援制度について、制度設計、学内手続きを実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・職員一人ひとりの能力向上と組織全体の力の強化の両立を図るため、自己啓発支援制度の導入・周知及

び積極的な活用を推進するとともに、大学運営や教育改善に関する FD・SD を継続して実施する。 

4 
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での参加率

が 54％と低

い状況であ

った。その

ため、対面

参加が困難

な場合や業

務上の都合

により参加

できない場

合でも受講

できるよ

う、オンラ

イン参加や

後日録画視

聴が可能な

体制を整備

した。 

者数を設定

した上で参

加率を算出

した。その

結果、全教

職員参加型

研修の出席

率は 70～

96％となっ

た。 

学科別に実

施する教員

向け研修

（FD）は 22

回、職員向

け研修

（SD）は４

回実施し

た。さら

に、教員向

けのミニ FD

として、教

育方法に関

するマンス

リー研修や

相互授業参

観なども実

施した。 

・事務職員については、新卒の新入職員を中心に、関連機関の研修や OJT を通じた育成を行い、あわせて

定期的な異動により、大学業務全体を把握できる組織体制を整備する。 

教職員の専門性を高める

ことができる支援制度を

R6 年度までに創設し、利

用を促進する。 

大学職員と

しての専門

性向上を目

的とした人

材交流を実

施するため

の仕組みを

構築。 

周南市等の

外部研修に

参加できる

仕組みを創

設した。 

教職員の自

己啓発支援

制度につい

て制度設

計、学内手

続きを実施

した。 

 

中期目標 デジタル技術の導入や外部委託の活用などを図り、費用に対する効果を常に意識し、効率的かつ合理的に事務組織の運営を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

32 

費用対効果を検証した上で、デジタル技

術の活用やアウトソーシングの活用を進

めることで、事務の効率化、合理化、省

力化を実現し、人的リソースを企画力、

構想力を必要とする、より戦略的な業務

に注力する。 

毎年度費用対効果を検証

し、必要に応じて事務の

効率化、合理化、省力化

を実施する。 

教職員のペ

ーパーレス

化はほぼ実

現 

紙処理して

いた学内申

請をデジタ

ル技術導入

により効率

化した。 

外部委託や

既存システ

ムについ

て、費用対

効果の観点

から調達方

法の見直し

を行い、方

針を決定し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・アウトソーシングの活用を検討し、学内における業務システムの改善や新たなシステム導入など事務効

率化、合理化（ペーパーレス化含む）を図った。また、外部委託や既存システムについて、費用対効果の

観点から調達の見直しと改善に向けた検討を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・これまでに実施したデジタル化及び外部委託の活用状況について、費用対効果の観点から継続的に検証

を行い、その結果を踏まえて事務の効率化・合理化・省力化の取組を一層推進する見込みである。既存シ

ステムの運用改善や必要に応じた見直し・再構築を進めることで、業務プロセスの最適化と安定運用を図

る。 

・ペーパーレス化については定着を図るとともに、対象業務の拡充や運用面の改善を進め、さらなる効率

化を推進する。これにより創出された人的リソースを、企画立案や大学運営の高度化に資する戦略的業務

へ重点的に配分し、組織全体の生産性向上につなげる見込みである。 

3 

R6 年度までに学内申請手

続きのペーパーレス化を

実現する。 

― 

職員による

人事関係手

続き、原議

書、総務関

係手続きの

ペーパーレ

ス化を実施

した。 

既存システ

ムの効果検

証により課

題を把握し

た上でペー

パーレス化

を促進し

た。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

中期目標 
公的資金を財源とする運営費交付金が市から交付されていることを十分に認識し、安定的な大学運営を行い、中長期的な視点に立って常に経営改革を推進する。 

また、教育水準の維持向上に配慮しながら、真に必要な業務の精査や業務経費の効率化を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 安定的な経営確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

33 

教育研究・社会貢献水準の維持向上に配

慮しながら、毎年経費区分ごとに財務分

析を行った上で必要な業務と不要な業務

を洗い出し、業務経費の効率化を図る。 

教育研究・社会貢献水準

の維持向上に配慮しなが

ら、不断に業務経費の効

率化を図る。 
― 

不断に業務

経費の効率

化を図っ

た。 

予算フレー

ムの作成に

より、業務

経費の効率

化を図っ

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和５年度決算から財務レポートを作成し、公表した。令和７年度からは必要経費を予め洗い出し、予算

フレームを作成した上で予算を編成した。また、執行状況を各部署に報告し、適正な予算執行を周知した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８～９年度は予算を適切に執行するための体制を強化する。また、財務分析等に基づき、必要事業を

精査した上で予算を編成する。 3 
財務レポートを毎年度作

成し公表する。 

― 

R７年３月、

令和５年度

財務レポー

トを作成・

公表した。 

R７年 10

月、令和６

年度財務レ

ポートを作

成・公表し

た 

 

中期目標 
志願者を増加させ入学定員を確保するほか、共同・受託研究収入や各種補助金等の競争的外部資金の獲得、地域内外からの寄附金の増加に向けた戦略的な取組を推進し、自己財源の充実を図

る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

34 

ホームページ上やＳＮＳでの発信、定期

的な高校訪問や全国各地での説明会の実

施、多様な入試形態の設定などで本学の

魅力を周知することにより、志願者を増

加させ入学定員を確保し、授業料等の安

定した自己収入を得る。 

志願倍率が全国の公立大

学の平均値以上を維持す

る。 

R６一般選抜

志願倍率 

7.6 倍 

（全国 5.5

倍） 

R７一般選抜 

志願倍率  

8.9 倍 

（全国 5.7

倍） 

R８一般選抜

志願倍率

8.8 倍 

（全国 5.6

倍） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・前年度出願データを基に高校訪問やその他の募集活動を行い、大学教育の方針と新たな入学者選抜の理解

を促した。また、本学の魅力をホームページ上や SNS で発信、定期的な高校訪問及び全国各地で説明会を実

施し、多様な入試形態を設定した。 

 これにより、各年度ともに一般選抜の志願倍率は全国の公立大学の平均値以上を維持し、入学定員を確保

した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度の新たな取り組みとして、SNS を活用した広報を強化する。多くの在学生が参加するショート

動画（学生メッセージ、授業風景等）を作成・配信し、本学及び本学学生の魅力を発信することで、高校生

等の関心を高めていく。 

・一般選抜前期日程及び公立大学中期日程において、令和８年度（令和９年度入学者選抜）より、志願者獲

得に向け松山会場を地方受験会場として設置予定。また、その結果をもとに、さらなる志願者獲得に向けて

令和９年度（令和 10 年度入学者選抜）以降の地方受験会場の設置場所、設置数についても戦略的検討を行

う。 

4 

35 

市民や企業に向けた文化・健康増進等を

中心とした公開講座、社会人層のキャリ

アアップを目的としたプログラムなどの

魅力的な事業を実施し、大学が持つリソ

ースの認知度向上につなげる。この取組

みにより、地域の企業等との共同研究及

び受託研究を増やすとともに、各種補助

金等の競争的外部資金の獲得に戦略的に

取り組む。また、学生の修学支援や多様

公開講座等のプログラム

を毎年度増加させるとと

もに、新規の共同研究及

び受託研究等を毎年度 4

件以上行う。 

新規の共同

研究 

 14 件 

新規の共同

研究及び受

託研究 

 ８件 

（新規＋継

続＝20 件） 

新規の共同

研究等 

10 件 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・オープンカレッジしゅうなんにおいて学内教員のリソースを活用した公開講座、社会のニーズに応じた資

格取得講座を開講した。 

・科学研究費の申請率及び採択率の向上のため、説明会や URA による個別ブラッシュアップ支援を実施し

た。また学内教員による分野横断的な研究の促進を図るため、研究シーズ集を作成、配布・発信した。 

・周南公立大学基金への寄附金募集活動を継続し、周南圏域の小・中学生を対象に新学部学科や奨学金制度

を紹介するチラシの送付等、基金事業の情報発信を図った。また、個人寄附者の獲得に向け税額控除適用の

申請及び返礼品制度を導入した。 

 

4 

競争的外部資金を毎年度

3,000 万円以上獲得す

新規・継続

で 

新規・継続

で 

新規・継続

で 
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な地域連携活動などを通じて、地域の活

性化に寄与することを目的とした「周南

公立大学基金（通称：周南みらい基

金）」の充実を図る。 

る。  37,793 千

円 

 38,758 千

円 

 53,418 千

円 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・地域ニーズに応じた公開講座・リカレント教育等のプログラムを継続する。 

・URA を中心とした科学研究費獲得支援を強化し、競争的外部資金の安定的な獲得を図る。 

・周南みらい基金について、広報の強化や制度充実により寄附金の拡大を図る。 

 

中期目標 安全・安定的な大学運営に資する資産管理を行うとともに、大学の教育研究活動に支障のない範囲で大学施設の開放を行うなど、資産を有効に活用する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

3 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

36 

教育研究活動が日々安全・安定的に継続

するよう大学施設の定期点検を実施し、

補修箇所の早期把握と実施等、大学が管

理する施設の安全・安定的な維持を行

う。なお、教育研究活動に支障のない範

囲で地域に開かれた大学として、積極的

に大学施設を開放する。また、土地建物

の有効活用のため利活用状況の調査点検

を毎年度実施する。 

施設の定期点検を毎月行

い、補修箇所を把握し、

計画的な修繕を行う。 

 ・定期点検に

より水漏れや

ドア等の不調

を補修した。 

・長期休業中

に LED 化や暖

房・空調等を

修繕した。 

・定期点検

による図書

館空調の更

新、時計台

回りアスフ

ァルト補

修、５・６

号館外壁補

修等を実施

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎月定期点検を行い、補修・修繕箇所を早期に把握し、補修・修繕等の実施を行った。 

・施設開放においては大学 HP や周南市の広報誌を活用して情報発信した。また、貸出施設の拡大やネーミ

ングライツの導入により地域開放を促進した。 

・開放状況における結果を点検し、利活用状況方針の見直しに繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、毎月の定期点検を着実に実施し、補修・修繕箇所の早期把握と計画的な対応により、施設の安

全・安定的な維持管理を行う見込みである。あわせて、点検結果の蓄積・分析を通じて修繕の優先順位付け

や効率化を図り、維持管理の質の向上を推進する。 

・施設開放については、これまでの実績や課題を踏まえ、情報発信の強化や貸出施設の見直し等により利用

促進を図るとともに、未導入施設へのネーミングライツの活用など新たな取組も検討・推進することで、地

域開放の充実と使用料収入の安定的な確保・向上を目指す。さらに、利活用状況の継続的な点検を行い、運

用方針の改善につなげる見込みである。 

3 

開かれた大学として施設

の地域開放を促進し、使

用料収入を増加させる。 

利用件数 78

件 

収入 2,747

千円 

利用件数 107

件 

（37.2％増） 

収入 3,277

千円 

（19.3％増） 

利用件数 88

件 

（17.8％

減） 

収入 3,313

千円 

（2.6％増） 
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Ⅴ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

中期目標 教育研究活動や組織運営についてＰＤＣＡサイクルに基づいた自己点検・評価体制を整備し、定期的に実施するとともに、公立大学法人評価委員会による評価も踏まえ、継続的に業務の改善

に取り組む。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 自己評価・評価に関する目標を達成するための措置 

37 

大学のミッション・ビジョンの実現に向

け、全学的な内部質保証体制に基づき、

自己点検・評価を実施する。また、自己

点検・評価結果や公立大学法人評価委員

会による評価結果、認証評価結果を踏ま

え、業務の改善を図る。 

毎年度、自己点検・評価

や、その結果を踏まえた

業務改善を実施し、着実

に内部質保証に取り組

む。 

自己点検評

価報告書を

日本高等教

育評価機構

に提出し、

「適合」の

判定を受け

た。 

四半期ごとに

自己点検・評

価を実施し

た。 

四半期ごと

に自己点

検・評価を

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・各年度四半期ごとに自己点検・評価を実施し、教育研究活動や組織運営等について、業務の進捗状況を確

認した。 

・令和４～５年度においては公立大学法人評価委員会、認証評価機関における評価結果を踏まえ、改善計画

を策定し、計画に沿って改善を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・自己点検・評価を引き続き実施し必要に応じて改善を行っていく。 

・公立大学法人評価委員会の中間評価結果を踏まえ、第１期中期計画を達成する。 

3 

 

中期目標 
大学運営の透明性を確保するため、中期計画や年度計画、財務諸表及び自己点検・評価結果など法令により公表が義務付けられている事項はもとより、教育研究活動や地域貢献活動などにつ

いて、様々な媒体を活用し、積極的かつ速やかな情報公開を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

38 

法令等により公開が義務付けられている

情報のみならず、大学運営の透明性を確

保するために、教育研究活動や地域貢献

活動等について、ホームページや各種Ｓ

ＮＳ及び大学案内等の刊行物を通じて積

極的に発信を行う。また、あらゆる大学

の情報を社会に提供するために、活動状

況をデータブックとして公開する。 

大学の様々な取組を紹介

する広報誌を毎年度 3 回

以上発行する。 

・広報誌を２

回発行した 

・シティケー

ブル周南に 12

回学生が出演

した。 

広報誌を３回

発行した。 

広報誌を３

回発行し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年度法令等により義務付けられている情報の公開を行い、大学ホームページや各種 SNS 及び大学広報誌

（「SU:CCESS」）を通じて本学の教育研究活動や地域貢献活動等について、積極的な発信を行った。また、

令和６年度からはホームページリニューアル、各種メディアとの意見交換（広報ラウンドテーブル）など新

たな取組を行い、本学の情報発信に繋げた。 

・各年度、学内の様々な情報をまとめたデータブックを発行した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き必要な情報公開を実施していく。 

・大学ホームページや各種 SNS 及び大学広報誌（「SU:CCESS」）を通じて本学の教育研究活動や地域貢献活

動等について、積極的な発信を続ける。 

・引き続きデータブックを発行して公開する。 

4 

学内のあらゆる情報をま

とめたデータブックを毎

年度発行する。 ー 

令和６年 10

月、令和６年

度ファクトブ

ックを発行し

た。 

令和７年 10

月、令和７

年度ファク

トブックを

発行した。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

中期目標 
施設の長寿命化を図るとともに、将来的な施設整備・更新のための総合的な計画を作成し、その進捗を図る。また、快適な教育研究環境を保持するため、施設設備について利用状況を把握

し、有効活用を図るとともに、省エネルギー化やユニバーサルデザインに配慮した適切な維持管理を実施する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

１ 施設設備の整備・管理に関する目標を達成するための措置 

39 

施設整備マスタープランを基本としたイ

ンフラ長寿命化計画の個別施設整備計画

を令和６年度中に策定し、省エネルギー

化に資する設備対策やユニバーサルデザ

インに配慮した計画的な施設整備及び維

持管理を行う。 

個別施設計画に基づき、

施設の維持管理を確実に

実施する。 

ー 

キャンパスの

現状と課題に

ついて、学内

及び周南市と

今後の方向性

を整理した。 

キャンパス

整備につい

て、設置自

治体と協議

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・キャンパス整備について、設置自治体と協議の上、次年度以降に市の意向を踏まえた計画を策定すること

とした。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度にマスタープラン策定に向けた事前調査業務を実施し、その結果を踏まえて、今後の施設整備

の方向性を市と共有しながら検討を進める。 

・令和９年度中に、個別施設計画を含む施設整備マスタープランを策定する。 

3 

 

中期目標 関係法令を踏まえ、学内の安全で衛生的な環境を確保するとともに、災害等の緊急時のリスク管理や個人情報の保護などの情報セキュリティ管理を適切に行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

40 大学において発生することが予想される

災害等に関するリスクマネジメントを適

切に行うため、毎年、防火・防災訓練、

安否確認訓練等を実施し、これらの実施

方法や関連マニュアル等の見直しを常時

行う。 

実践的な各種訓練を毎年

度実施し、その結果を踏

まえ、実施方法やマニュ

アルの見直しを行う。 

ー 

各種訓練を実

施 

・安否確認訓

練 

・救命救急講

習 

・自衛消防組

織訓練 

・防火防災総

合訓練 

各種訓練を

実施 

・安否確認

訓練 

・防火防災

総合訓練 

・救命救急

講習 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年、防火防災総合訓練、救急救命講習、安否確認訓練を実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・防火防災総合訓練、救急救命講習、安否確認訓練を毎年度継続的に実施するとともに、これまでの実施結

果や課題を踏まえ、より実践的かつ効果的な訓練内容への見直しを行う。 

・災害時の対応力向上を図るため、関係マニュアルの点検・改善を継続し、学内における安全管理体制の一

層の充実を図る見込みである。 

3 

41 

個人情報の不正利用や漏洩が発生するこ

とのないよう厳重に管理する。また、情

報の毀損リスク管理のため、重要度の高

い情報からバックアップの多重化を図

る。 

個人情報ファイル簿の整

備や情報システムの点

検、学生及び教職員に対

するセキュリティ研修を

毎年度実施する。 
ー 

個人情報ファ

イル簿更新、

情報セキュリ

ティ監査、セ

キュリティ研

修を実施し

た。 

個人情報フ

ァイル簿更

新、情報シ

ステムセキ

ュリティ研

修を実施し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・個人情報の不正利用や漏洩防止のため、学内ネットワークを更改したり、個人情報ファイル簿の更新・公

表を行った。 

・バックアップ多重化においては学内共有フォルダ内の重要ファイルにおいて必要と判断し、予算要求を行

った。 

・各年度セキュリティ研修を実施し、個人情報の厳重管理に繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・個人情報の不正利用や漏洩防止のため、学内ネットワークの監視・点検、個人情報ファイル簿の更新を実

施する。 

・教職員に対するセキュリティ研修を実施する。 

・バックアップの多重化を実施する。 

3 
重要度の高い学内データ

についてバックアップの

多重化を行う。 

ー 

共有フォルダ

内の重要ファ

イルのバック

アップ多重化

について検討

した。 

バックアッ

プの多重化

を進めるた

めの次年度

予算要求を

行った。 
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中期目標 
法令や社会の規範、学内の諸規程の遵守並びに研究費等の適正な管理など、教職員や学生一人ひとりがコンプライアンスに対する意識を高めるとともに、その啓発活動にも継続的に取り組

む。また、人権や多様性が尊重され、持続可能な社会の実現に貢献するため、ダイバーシティ＆インクルージョンやＳＤＧｓの取組について地域とともに積極的に推進する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～R５実績 
R６実績 R７実績 

法人による自己点検・評価 

（R７年度までの実施状況を踏まえて） 

評

価 

区

分 

３ 法令遵守及び社会的責任に関する目標を達成するための措置 

42 

教職員及び学生に法令や社会の規範、学

内の諸規程の遵守、教育研究倫理及び研

究費等の適正な管理のために、研修を毎

年実施する。 

法令違反や研究不正、研

究費不正使用などを防止

するために、研修を毎年

度実施しコンプライアン

スを遵守させる。 

ー 

法令違反や研

究不正、研究

費不正使用な

どを防止する

ため、研修を

実施した。 

利益相反

FD・SD の実

施、コンプ

ラ通信によ

る啓発活動

を行った。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生への教育研究倫理教育を実施した。 

・研究費の管理及び監督体制整備を図るため、公的研究費運用マニュアルを策定し、必要に応じた改正を行

った。 

 また、研究費の適正な執行に関するアンケートも実施した。 

・研究不正防止の推進のため、コンプライアンス通信を配信し、研究公正シンポジウムの案内や文部科学省

による研究不正事案の認定・公表状況や研究不正事案について情報を共有した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・教職員及び学生に対するコンプライアンス・研究倫理研修を継続的に実施する。 

・研究費の適正管理に関するルールの運用・見直しを継続し、不正防止を徹底する。 

・定期的な啓発情報の発信を通じて、全学的な意識向上を図る。 

3 

43 

周南圏域（周南市・下松市・光市）にお

けるダイバーシティ＆インクルージョン

や地域の成長エンジンとして推進すべき

ＳＤＧｓのターゲットを定め、継続的に

取り組む。 

地域と連携した SDGｓへ

の取組みを毎年度実施す

る。 

SDGｓアンバ

サダーによ

り、ブルー

ベリーの栽

培を通じ

て、「カー

ボンニュー

トラル」を

啓発するプ

ロジェクト

を実施中。 

地域と連携し

た SDGｓへの

取組を実施し

た。 

・ダイバーシ

ティ、男女共

同参画、イン

クルージョン

推進委員会を

発足した。 

・Well-

being・SDGｓ

推進委員会に

よる取組を実

施した。 

地域と連携

した SDGs へ

の取り組み

を実施し

た。 

・ダイバー

シティ、男

女共同参

画、インク

ルージョン

推進委員会

の取組を実

施した。 

・四者連携

による学び

月間イベン

トを実施し

た。 

・ダイバー

シティ＆イ

ンクルージ

ョン FD・SD

研修を実施

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生団体（周南公立大学キャンパスライオンズクラブや SDGs アンバサダー等）により SDGs 活動を推進し

た。 

・周南地域における SDGs を目指した取組について地域と協働するため、徳山工業高等専門学校、周南総合

支援学校と本学の三者連携への久米地区社会福祉協議会の参画、徳山中央ライオンズクラブ周南公立大学支

部の結成等、地域との連携強化を進めた。 

・ダイバーシティにおいては周南市男女共同参画委託事業で本学教員が講師を務め、講演とワークショップ

を実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、周南圏域（周南市・下松市・光市）において、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進と

SDGs のターゲットに基づく取組を継続し、自治体・教育機関・地域団体等との連携を深める。あわせて、

学生主体の実践活動及び普及啓発を推進することにより、評価指標の達成に向けた取組は着実に進展してい

る。 

3 
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Ⅶ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

財務諸表及び決算報告書を参照 

Ⅷ 短期借入金の限度額 

中期計画 実績 
 

１ 短期借入金の限度額 
   ２億円 
２ 想定される理由 
  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れることが想定されるため。 

＜令和４～７年度の実績＞ 
なし 
 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
緊急に必要となる場合は、徳山大学から引き継いだ残余財産により対応可能なため

見込んでいない。 

Ⅸ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

中期計画 実績 
なし なし 

Ⅹ 剰余金の使途 

中期計画 実績 
 

地方独立行政法人法第 40 条第３項に基づき、剰余金が発生した場合は、教育研究

の質向上並びに組織運営及び施設設備に係る経費の 
財源に充てる。 

＜令和４～７年度の実績＞ 
なし 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
剰余金が発生した場合は、目的積立金として整備（周南市長の承認が必要）し、教

育研究の質向上並びに組織運営及び施設設備に係る経費の財源に充てる 
 

Ⅺ その他、周南市の規則で定める業務運営に関する事項 

（１） 施設及び設備に関する計画 
中期計画 実績 

 

 
 
（注１）施設及び設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するため

に必要な施設・設備の整備や老朽化度合い等を考慮し改修等が追加されること

もある。 

 

＜令和４～７年度の実績＞ 

 
 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

（単位 百万円）
財源

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備

施設・設備の内容 予定金額

７７７ 周南市補助金

施設・設備の内容 実績額 財源

（単位 百万円）

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備
７８３

周南市補助金（６５８百万円）

文部科学省大学・高専成⾧分野転換助成金

（１２２百万円）

自己資金（４百万円）
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（２） 人事に関する計画 
中期計画 実績 

 

適切な処遇と人事配置を行うために、教職員の人事評価制度を令和４年度から導

入し、透明性が確保された人事評価制度となるよう 
点検と見直しを行う。令和６年度の経済経営学部、情報科学部、人間健康科学部

設置に向けて、優秀な教員を確保するために研究業 
績、教育実績を重視した採用を計画的に進め、令和９年度までに教員数 103 名と

する。職員については、経営に必要な能力を備える 
人材や専門的な能力を備えた人材の採用を積極的に行い、令和９年度までに職員

数 60 名とする。 

＜令和４～７年度の実績＞ 
適切な処遇及び人事配置を行うため、教職員の人事評価制度を令和４年度から導入

し、制度の透明性の確保に向けて、運用状況の点検及び必要に応じた見直しを行っ

てきた。 
また、令和６年度の経済経営学部、情報科学部、人間健康科学部の設置に向けて、

研究業績及び教育実績を重視した教員採用を計画的に進め、教員数については目標

としていた103名を確保した。今後は、教育・研究体制の安定性の観点から、人材

の定着にも留意した取組が求められる。 
職員については、大学運営に必要な能力や専門性を有する人材の確保に努め、有期

雇用職員を含めると職員数は 60 名規模となった。引き続き、職員の育成や経験の蓄

積を通じて、組織としての体制充実を図っていく必要がある。 
 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
教員については、完成年度以降に定年退職者が一定数見込まれることを踏まえ、教

育・研究体制の継続性に配慮しつつ、教育・研究の質の維持・向上につながる人材

を計画的に採用する。 
事務職員については、組織の持続的な発展を見据え、新卒の若年層職員の育成とあ

わせて、30 代を中心とした一定の実務経験を有する人材の採用を進める。 

（３） 積立金の使途 
中期計画 実績 

なし なし 

（４） その他法人の業務運営に関する必要な事項 
中期計画 実績 

なし なし 
 
 

 

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備
１４１

周南市補助金（１１９百万円）

自己資金（２２百万円）

（単位 百万円）
施設・設備の内容 予定金額 財源


